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一　はじめに











































対応方針」（2011 年６月 17 日）を発表し、大きく「中小企業及び農林水産業
等向け対応」、「個人住宅ローン向け対応」、「金融機関向け対応」に分けて、
（２） 　総務省消防庁「東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）被害報【最新】」（http://www.
fdma.go.jp/bn/higaihou_new.html、2016 年３月８日）によると「避難の状況（平成 28 年
２月 12 日現在復興庁）各都道府県から復興庁に報告のあった岩手県・宮城県・福島県
から県外へ避難されている避難者数の合計は、50,989 人」であるとした。
（３） 　 内 閣 官 房「 二 重 債 務 問 題 へ の 対 応 方 針 」（http://www.cas.go.jp/jp/siryou/
pdf/20110617taiouhousin.pdf、2011 年６月 17 日）１頁。



























業者再生支援機構法案～」（立法と調査 321 号、2011 年 10 月）３頁。さらに、藤井一
裁「３年目を迎えた被災者向け金融対策の現状と課題―二重債務問題への対応策を中
心に―」（立法と調査 341 号、2013 年６月）14 頁によると、東日本大震災発生直後の
2011 年５月末時点で岩手県、宮城県及び福島県に所在する金融機関から金融庁がヒア
リングを行った結果によれば、震災以降に約定返済を一時停止している債務者数は
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て成立件数が多くなかった。実際、2011 年８月 22 日から 2012 年５月２日ま






































る立法措置を求める意見書」（http://senben.org/archives/5629、2014 年 11 月 13 日）及び「今
後起きうる大規模震災事業者の二重ローン問題に対する立法措置を求める意見書」
（http://senben.org/archives/5744、2015 年３月 12 日）などがある。





































































（16） 　総務省消防庁「平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）につい
て（第 153 報）」（http://www.fdma.go.jp/bn/153.pdf、2016 年３月８日）と総務省消防庁「阪
神・淡路大震災について（確定報）」（http://www.fdma.go.jp/bn/2006/detail/418.html、
2006 年５月 19 日）に基づいて作成した。
（17） 　藤井・前掲「二重債務問題の解決策構築に向けた国会論議」３頁。




















































































co.jp/311shinsai/saiko/saiko121212.html、2012 年 12 月 12 日）。
（24） 　読売新聞「岩手県銀協など、被災宅地の抵当権抹消」（2012 年 12 月 22 日）。
217 － 大規模災害と二重債務問題（金）
－ 74 －


























企業の問題を中心に―」（金融経済研究第 34 号、2012 年４月）などがある。
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ている人の自己責任であるという。そこで、政府は、今回の「ガイドライン」
等の制度を通して被害・債務の分配を図っている。そして被災支援に対する
一般の意識の変化により、二重債務問題への政府の方針・対応策にも変化が
生じている。たしかに、ガイドラインが適用された今回の「東日本大震災」
の方が、「阪神・淡路大震災」よりも厚く保護されたともいえよう。しかし、「阪
神・淡路大震災」当時の二重債務問題に対する一般の意識から考えてみると、
一言でまとめることはできない問題であろう。意識の変化は、公平性の観点
をも変化させるからである。
　重なる災害を経験している日本（政府）は、その経験を活かしてよりよい
方針・対応策を提示してきた。しかし、今回のような同じ東日本大震災にお
いても、ガイドラインを利用した被災者と、その他の手段を利用した被災者
間に不平等がみられる。そこで、過去の災害の経験を活かしてより進んだ対
応策を組み、避けられない将来の災害に対応できるためにも、そして同じ震
災を受けた被災者間に公平に対応できるためにも、「被害・債務の公平な分配
基準」の提示が必要であると考えられる。
　なお、今年４月 14 日から現在も続いている熊本地震において、今年４月に
始まった「自然災害による被災者の債務整理に関するガイドライン」が適用
されるようになった。この「自然災害による被災者の債務整理に関するガイ
ドライン」は、東日本大震災に関して策定された「ガイドライン」に係る対
応から得られた経験等を踏まえて、新たに策定されたものであるとする。今
回の熊本地震の被災者間において、災害の状況に応じた「自然災害による被
災者の債務整理に関するガイドライン」の運用が求められる。
